
２０１２年７月４日 

 
  第 6回「将来の経営幹部育成に向けた『選抜人材教育』に関する調査」 

  「大企業の約９割が選抜人材教育に関心あり」 

  ～グローバルリーダー教育にも高い意識～ 

公益財団法人 日本生産性本部 
 

（財）日本生産性本部（理事長：松川昌義）は、この度、「将来の経営幹部育成に向けた『選抜人材

教育』に関する調査」結果を発表した。この調査は 2004 年から計 6回実施しており、幹部育成に向け

た選抜人材教育の現状と課題を明らかにすることを目的としている。今回の調査では、これまでの調

査内容に加え、グローバルリーダー教育に関する項目を加え、日本企業における実態についても調査

を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【お問合せ先】公益財団法人 日本生産性本部 経営アカデミー  

                 担当：小林・相見 TEL.03-5221-8455  FAX.03-5221-8479 

報道機関各位 

１．大企業の約 9割が、将来の幹部育成を目的とした選抜人材教育に「おおいに関心がある」

と回答。 

選抜人材教育の関心度合いに対する質問に関して、「おおいに関心がある」と回答した従業員 3000

人以上の大企業が 2009 年度の前回調査時（60.9％）よりも 26 ポイント上昇し 86.9％となった。ま

た、現在、選抜人材教育を実施している企業の約 6割が、今後も「今以上に力を入れる」と回答し、

過去最高となった。（2ページ参照） 

２．6 割を超える企業が選抜人材教育の見直しの必要性を感じており、特に「内容の見直し」

が 68.3％と最上位となった。 

選抜人材教育を実施していると回答した企業において、選抜人材教育の見直しの必要性を「おお

いに感じている」「やや感じている」と回答した企業は 6割を超える結果となった。また、見直しの

必要がある点について、内容、予算、対象層、選抜方法、教育期間等のうち、「内容の見直し」が必

要であると回答した企業が 68.3％となり、最上位となった。（3ページ参照） 

３．7割を超える企業がグローバルリーダー教育に関心を持つ一方、実施している企業は 24.2％

にとどまった。 

今回新たに項目を加えたグローバルリーダー教育に関しては、「おおいに関心がある」「やや関心

がある」と回答した企業が 7割を超え、関心の高さがうかがえる結果となった。一方、実際にグロ

ーバルリーダー教育を実施している企業は 24.2％にとどまり、30.8％の企業が実施の方向で検討し

ているという結果となった。（3ページ参照） 

４．約 8割の企業では海外赴任にあたっての英語能力の基準を設けておらず、基準を設けてい

る企業での TOEIC の平均点は 649 点であった。 

現在、海外赴任にあたって必要とされる英語能力の基準については、81.5％の企業において「基

準はない」という結果となった。なお、英語能力の基準を設けている企業への追加質問では、34 社

中 32 社が TOEIC を基準にしており、その平均点は 649 点となった（最大値：800 点、最小値：470

点）。（4ページ参照） 

５．教育予算が増加した企業が 2年連続で 3割を超える。 

2011 年度、及び 2012 年度の教育予算の増減については、「大幅に増加した」「やや増加した」と

回答した企業が 3割を超え、各年度ともに「やや減少した」「減少した」を上回った。また、前回調

査時（2009 年度）との比較からも、企業における教育予算の回復傾向が鮮明となった。（4ページ参

照） 
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選抜人材教育への関心度
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１．大企業の約 9割が、将来の幹部育成を目的とした選抜人材教育に「おおいに関心がある」と

回答。 

 
＜①選抜人材教育への関心度＞  
全体として「おおいに関心がある」59.9％、

「やや関心がある」34.1％と、将来の幹

部育成教育に対する関心の高さがうかが

えるとともに、従業員規模（正社員数）

別に見ると、特に 3000 人以上の企業にお

いては、「おおいに関心がある」86.9％と、

選抜人材教育への強い関心がうかがえる

結果となった。（図 1-1） 

 
 
 
＜②3000人以上 経年比較＞ 

3000 人以上の企業における前回調査実施

時(2009 年度)の結果と比較を行った結果、

「おおいに関心がある」が 60.9％→86.9％

と 20 ポイント以上の上昇がみられた。 

(図 1-2) 

 

 

＜③選抜人材教育の方向性 経年比較＞ 
また、選抜人材教育を実施している企業の約６割が、今後も選抜人材教育に「今以上に力を入れる」と回

答し、過去最高となり、本結果からも関心の高さがうかがえる。（図 1-3） 

 

 

 

 

 

 

 

(図 1-1)

(図 1-2)

n=229

n=47 

n=61 

（質問文） 

貴社は現在、将来の経営幹部育成を目的にした

「選抜人材教育」に関心がありますか。 

（質問文） 

今後の選抜人材教育

の方向性についてど

のようにお考えです

か。貴社の考えに近い

番号１つに○をつけ

て下さい。 

n=72 

n=112 

n=145 

n=118 

n=67 

n=85 

(図 1-3) 



 3

選抜人材教育の見直しの必要性
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２．6割を超える企業が選抜人材教育の見直しの必要性を感じており、特に「内容の見直し」が

68.3％と最上位となった。 

 

選抜人材教育の見直しの必要性については、「おおいに感じている」

12.3％、及び「やや感じている」50.8％という結果となり、6 割を

超える企業が見直しの必要性を感じている結果となった。（図 2-1）

また、見直しの必要があると感じている点としては、「内容の見直し」

が 68.3％で最上位となった。（図 2-2） 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

３．7 割を超える企業がグローバルリーダー教育に関心を持つ一方、実施している企業は 24.2％

にとどまった。 

＜①グローバルリーダー教育への関心度合＞ 
今回、新たに項目を加えたグローバルリーダー教育へ

の関心度合については、「おおいに関心がある」、また

は「やや関心がある」と回答した企業が 7 割を超え、

企業の関心の高さがうかがえる結果となった。（図

3-1）一方、実施有無に関しては、すでに実施してい

る企業は 24.2％にとどまり、30.8％の企業で実施の方

向で検討しているという結果となった。（図 3-2） 
 
 
 
 
 
 
 

n=82 

n=130

（質問文） 

現在、貴社が実施している「選抜人材教育」について、

見直しの必要性を感じていますか。 

（質問文） 

上記質問で、「見直しの必要がある」に

○をつけた方にお伺いします。「見直し

の必要がある」と感じているのは、具体

的にどのような点ですか。重要と思うも

のから上位２つまでに○をつけて下さ

い。 

     

n=226

（質問文） 

貴社は現在、国際的なビジネスの現場で活躍できる「グローバ

ルリーダー教育」に関心がありますか。 

（質問文） 

貴社は現在、国際的なビジネスの現場で活躍できる「グローバ

ルリーダー教育」を実施していますか。 

n=222

(図 2-1)

(図 2-2)

(図 3-1)

(図 3-2)
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教育研修予算の変化
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４．約 8割の企業では海外赴任にあたっての英語能力の基準を設けておらず、基準を設けている

企業での TOEIC の平均点は 649 点であった。 

＜①海外赴任にあたっての英語能力の基準＞ 

現在、海外赴任にあたって必要とされる英語能力

の基準の有無について質問を行ったところ、

81.5％の企業が「基準はない」という結果となっ

た。（図 4） 

 
 
 
 
 
＜②基準を設けている企業における TOEIC の得点＞ 

なお、基準を設けている企業への追加質問では、34社中 32社が TOEICを基準にしており、その平均点は

649点となった（最大値：800点、最小値：470点）。 
 

５．教育予算が増加した企業が 2年連続で約 3割を超える。 

＜教育研修予算の変化＞ 

2011 年度、及び 2012 年度の教

育予算の増減に関する質問へ

の回答においては、「大幅に増

加した」「やや増加した」と回

答した企業が約 3割を超え、各

年度とも「やや減少した」「大

きく減少した」を上回った。 

 

また、前回調査時の結果（2009

年度）と比較を行った結果、

2009年度から 2011年度にかけ

て「大幅に増加した」「やや増加した」と回答 

した割合が約 2倍に増えており、2012 年度も 

同様の傾向となっており、企業における教育 

予算の回復傾向がみられる。（図 5） 

 

６．その他、主な質問項目の結果（１）：選抜人材教育にかかわる質問 

＜①選抜人材教育の実施有無＞ 

 
選抜人材教育の実施状況に関しては、約 6 割の企業にお

いて実施されている。 

 
 
 
 
 

(図 5)

n=116
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（質問文） 

貴社の２０１１年度・２０１２年度の教育研修予算は前年度

に比べどのように変化しましたか。 

・２０１０年度と比べて、２０１１年度は… 

・２０１１年度と比べて、２０１２年度は… 

（質問文） 

貴社は現在、将来の経営幹部育成を目的にした「選抜人

材教育」を実施していますか。 

(図 4) 

n=222

（質問文） 

現在、海外赴任にあたって、必要とされる英語

能力の基準はありますか。 
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対象者選抜の基準
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選抜人材教育の実施形態
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両方
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＜②選抜人材教育の実施形態＞ 

 
選抜人材教育の実施形態においては、約 4割の企業が「社

外プログラムへの派遣」と「社内での集合研修」の両方

を行っている。これを含め 6割以上の企業において、「社

外プログラムへの派遣」が活用されていることが明らか

となった。 

 
 
 
 
 
 
＜③選抜人材教育の対象者選考プロセス＞ 

 
選抜人材教育の対象者を選ぶプロセスとし

ては、「公募してから選抜」が 15.8％であっ

た。また、約 4分の１の企業では、社長が人

選にかかわっていることが明らかとなった。 

 
 
 
 
 
 
 
＜④選抜人材教育の対象者を選抜する基準＞ 

 
対象者選抜に関する質問では、9 割以上

の企業で資格・役職が優先されていた。

また、人事考課・人事情報も約 7割の企

業で優先されていた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

n=133

n=133

n=133

（質問文） 

貴社で実施している経営幹部の育成に向けた「選抜人材

教育」の形態はどれですか。 

（質問文） 

貴社において、「選抜人材教育」の対象者を

選抜する基準はどのようなものですか。優先

されるもの３つに○をつけて下さい。年齢な

どある程度目安がある場合は、数字も含めて

ご記入下さい。 

（質問文） 

貴社において、「選抜人材教育」の対象者を選

抜するプロセスはどのようなものですか。当て

はまるもの全てに○をつけて下さい。 
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社外の選抜研修プログラムへ派遣するメリット
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＜⑤社外の選抜研修プログラムへ派遣するメリット＞ 
社外の選抜研修プログラムへ派遣するメリ

ットに関しては、実施企業の 7割以上が「社

外の人と接することでの気づきや切磋琢磨

（他流試合）が期待できる」をメリットとし

て挙げていた。また、「社外の人と異なる視

点での意見交換ができる」「社外の人とのネ

ットワークができる」も約 5割前後の結果と

なった。 

 
 

 
 
＜⑥社内で選抜研修を実施するデメリット＞ 

社内で選抜研修を実施した場合のデメ

リットに関しては「同じような考え方

の議論に陥りがちになる」という回答

が 6 割を超え、1 番の課題として挙が

った。 

 
 
 
 
 
 
＜⑦選抜人材教育への経営陣の関与＞ 
 
選抜人材教育へ

の経営陣の関与

度合に関しては、

社内研修におい

ては、企画段階

への関与は少な

いものの、「研修

における講話・

講義」 66.9％、

「研修への陪

席」51.9％と半

数以上の企業で

実施段階での関与があることがわかった。 

n=133

社
外
研
修

社
内
研
修

共
通 

（質問文） 

貴社で実施している「選抜人材教育」に、経営陣は

どのような形で関与していますか。関与している項

目全てに○をつけて下さい。 

n=133

n=133 

（質問文） 

社外の選抜研修プログラムへ派遣するメリットにつ

いて、社内研修と比較した場合、どのようにお考えで

すか。重要と思うものから上位２つまでに○をつけて

下さい。 

（質問文） 

社内で選抜研修を実施するデメリットにつ

いて、社外の選抜研修プログラムへの派遣と

比較した場合、どのようにお考えですか。重

要と思うものから上位２つまでに○をつけ

て下さい。 
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選抜人材研修の存在を
　　　　オープンにしているかどうか

66.2%

25.6%

8.3%

オープンにしている

オープンにしていない

その他

参考とした外部情報

66.2

54.1

27.1

0.8

29.3

2.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

外部専門家のアドバイス

他社の実践事例

公開セミナーからの情報

調査機関発表の報告書

人材教育に関する雑誌・専門書

その他

%

選抜されなかった人に対するフォロー

19.5%

12.0%

67.7%

1.5%

2.3%

0.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

フォローをしている；再選抜の機会を与える

フォローをしている；別のキャリアパスを用意する

フォローをしている；非選抜者向けの研修プログラムを

用意している

フォローをしている；その他

特に何もしていない

その他

%

 
＜⑧選抜人材教育の存在をオープンにしているかどうか＞ 

 
選抜人材教育に関して、約 7割近い企業が研修の存在を明らか

にしている。 

 
 
 
 
 
 
＜⑨選抜されなかった人に対するフォロー＞ 

 
選抜されなかった

人に対するフォロ

ーは約 7 割の企業
において、「特にな

にもしていない」と

いう結果となった。 
 
 
 
 
 
 
 
＜⑩選抜人材教育を含む教育体系を策定するにあたって参考とした外部情報＞ 

 
回答企業の約 7割が「外部専門

家のアドバイス」を参考として

おり、また、5割以上の企業が

「他社の実践事例」を参考にし

ていることが明らかとなった。 

 
 
 
 
 
 
 
 

n=133 

n=133

（質問文） 

貴社では「選抜人材教育」の存在を社内にオープンにしていま

すか。当てはまるものに１つだけ○をつけて下さい。 

（質問文） 

貴社では選抜されなか

った人に対して何かフ

ォローをしていますか。 

（質問文） 

貴社が「選抜人材教育」を含む教

育体系を策定するにあたって、参

考とした（になる）外部情報はど

のようなものですか。重要と思う

ものから上位２つまでに○をつ

けて下さい。 

n=133 
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現在取り入れている具体的なメニュー・テーマ

55.6

42.1

9.0

15.0

1.5

16.5

27.1

22.6

33.8

16.5

1.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

経営実務に関する知識

経営課題へのアクションラーニング

古典・哲学の教養

英語教育

英語以外の外国語教育

異文化理解、ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

ロジカルシンキング

プレゼンテーションスキル

現在の経営トップとの対話

他社の経営トップからの講演

その他

％

グローバルリーダー教育の形態

21.8%

20 .0%54 .5%

3 .6%

社内研修や社外ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑへの派遣等のOff-JT

早くからの海外赴任・取引を経験させる等の
OJT
両方

その他

経営幹部登用における海外赴任経験の重視度合

12 .4

31 .1

36 .9

19 .6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

おおいに重視している

やや重視する

あまり重視しない

全く重視しない

%

 
＜⑪選抜人材教育に現在取り入れている具体的なメニュー・テーマ＞ 

 
選抜人材教育に取り入れている

メニュー・テーマについては、「経

営実務に関する知識」55.6％、「経

営課題へのアクションラーニン

グ」42.1％となり、実務につなが

る内容が上位を占める結果とな

った。 

 
 
 
 
 
 
７．その他、主な質問項目の結果（２）：グローバルリーダー教育にかかわる質問 

＜①経営幹部登用における海外赴任経験の重視度合＞ 
 
今後、経営幹部登用にあたって、海外赴任経験を

どの程度重視しているかについては、「おおいに重

視している」「やや重視している」の合計が 43.5％

となった。一方で、「全く重視しない」「あまり重

視しない」の合計が 56.5％となり、「重視しない」

の合計が「重視する」の合計を 13ポイント上回る

結果となった 

 
 

 
 
＜②グローバルリーダー教育の形態＞ 

 
実際にグローバルリーダー教育を実施している企業へ追加

質問した実施形態に関しては、Off-JTと OJTの両方を組み
合わせた実施形態が半数を超える結果となった。 
 
 
 
 
 

n=133 

n=55 

（質問文） 

将来の経営幹部を育成するための「選抜人

材教育」のプログラムで現在取り入れてい

る具体的なメニュー・テーマは何ですか。

当てはまるもの全てに○をつけて下さい。 

（質問文） 

貴社で実施している国際的なビジネスの現場で活躍できる「グ

ローバルリーダー教育」の形態はどれですか。 

n=225

（質問文） 

今後の経営幹部の登用にあたっては、海外赴任

経験を重視しますか。 
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今後のグローバルリーダー教育の対象として重視する層

0.0

27 .3

78 .2

54 .5

10 .9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

役員クラス

部長クラス

課長クラス

一般職クラス

上記すべて

%

企業環境・職場の変化

6.5

3 .4

28 .7

12 .9

7 .8

7 .8

1 .7

5 .2

3 .5

8 .3

24 .8

39 .8

15 .5

50 .4

57 .3

25 .9

30 .6

15 .1

30 .3

16 .1

30 .7

27 .5

41 .6

47 .8

16 .5

27 .6

55 .2

39 .7

48 .3

48 .1

28 .3

38 .1

15 .6

12 .1

33 .2

11 .2

22 .0

34 .9

16 .5

52 .2

22 .9

32 .1

4 .3

2 .2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A.管理職になりたがらないミドルの増加

B.優秀な人材が社外に流失しがち       

C.次世代の経営幹部人材が不足        

D.職場の技能伝承が進んでいない      

E.自己啓発が奨励される風土の希薄化

F.経営理念が社内で浸透していない    

G.経営幹部層の異動･交代が頻繁       

H.個人で仕事をする傾向が強い          

I.経営幹部の外部登用が増加            

J.海外勤務を敬遠する人が多い          

K.海外への売上比率が増えている　　　

％

そう思う ややそう思う あまりそう思わない そう思わない

＜③今後、グローバルリーダー教育の対象として重視する層＞ 

 
今後、グローバルリーダー教育を実施

する対象として重視する層は、「課長ク

ラス」が 78.2％という高い結果となっ
た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
８．その他、主な質問結果（３）：企業環境・職場の変化について 

企業環境・職場の変化に関する質問項目は下記の通りの結果となった。 

 

n=55 

（質問文） 

今後、国際的なビジネスの現場で活躍できる「グ

ローバルリーダー教育」の対象として重視する層

はどのような層ですか。重要と思うものから上位

２つまでに○をつけて下さい。 
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調査概要 

 
■第 6回 将来の経営幹部育成に向けた「選抜人材教育」に関する調査 

対   象：２３００社の教育研修担当者 

     内訳）日本生産性本部賛助会員企業７００社（従業員数５００名以上）、 

        上場企業従業員規模上位１４５０社 

        日本生産性本部の事業に参加した１５０社 

回 収 数：２３２件（回収率１０.１％） 

     ※規模別 回収数： １０００人未満       ８５社 

               １０００人～３０００人未満 ８３社 

               ３０００人以上       ６１社 

不明             ３社 

調査期間：２０１２年４～５月 


